
○

○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

これまでは協会業務をほぼ担当課のみで行っていたが、平成28年度から協会事務員の雇
用、協会業務を担当課主体ではなく、徐々に会員主体で行うとの方針が示されたことによ
り、担当課の負担の軽減が見込まれる。
今後、協会事務局の移管を検討していきたい。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか ほぼ達成している

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 在住外国人への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適当

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適当

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 3,904 千円 H30歳出決算額 3,461 千円翌年度繰越額 442 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 37.1 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

1,450 1,000 1,450 1,450
単価を定めている→算式

○ 定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 ○ 主に市の担当課 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし ○ 負担あり 負担額 1口 あたり 2,000

意　図 お互いの文化を尊重し合い、共生できる という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 1 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 市民、在住・在留外国人 に対して

手　段 様々な支援事業及び交流事業の実施 を行うことで

受益者 市民、在住・在留外国人 が（を）

補助・負担開始年度 5 年度

④国・県の負担 なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 対象事業費の3分の2 負担額 774 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 関市国際交流協会 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠 関市国際交流協会補助金交付要綱による
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 関市国際交流協会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 市民協働課 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 101200



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

H29年度から交付要綱を改正し、各支部に事業計画を提出していただき、事業に基づいて
補助金をだすように改善しました。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか ほぼ達成できている 本補助金を有効に活用していただける
よう、自治連へはたらきかけた

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 連合会活動への影響は大きい

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 4,445 千円 H30歳出決算額 3,744 千円翌年度繰越額 701 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 79.5 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

4,582 3,858 3,537 4,800
単価を定めている→算式

○ 定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 ○ 主に市の担当課 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
自治会活動について連絡協議し、市民生活の向上と市政発展に
寄与する

という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 1 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 自治会連合会 に対して

手　段 コミュニティ活動に対する支援 を行うことで

受益者 自治会連合会 が（を）

補助・負担開始年度 昭和 25 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 関市自治会連合会 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠 関市自治会連合会補助金交付要綱
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 関市自治会連合会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 市民協働課 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 103380



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

負担あり 負担額

意　図

○

補助・負担開始年度 平成 年度1130 1 3

予算事業コード市民協働課 協働推進部

⑥期　　　　　間

⑦事 務 局 体 制

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

(5)個人に対する補助金・負担金
各自治会長

○なし
国の負担あり

県の負担あり

負担割合

負担割合

補
助
金
の
分
類

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

対　象

手　段

受益者

負担額

自治会コミュニティ活動奨励金

関市自治会コミュニティ活動奨励金交付規則

⑧構成員の負担

担当課

①補助金等の名称

②支 出 の 根 拠

③支  　出 　 先

④国・県の負担

⑤支 出 の 目 的

室・部・局

自治会

主に市の担当課 主に支出先団体

活動が活発になり、人と人とのつながりができ安心して暮らせる

その他

31 314

コミュニティ活動の包括的な支援

自治会

あたり負担なし

単価を定めている→算式

(6)その他

千円

千円負担額

その他

千円

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

平成２５年度から均等割5,000円、世帯割2,750円に変更

H30歳入決算額

H30歳入に占める補助・負担金の割合

― 翌年度繰越額

○ 決算額を把握していない

①補助・負担金
　の額（千円）

○

定額補助・負担

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

103380

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

②効率性

―

％

５終期を設定

３縮小・減額を検討

担当課の課題

補助・負担することが適当か

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称)

交付先の事業実績を把握しているか

支出額・補助・負担率は適正か

適切

③有効性

評価項目 担当課による評価

補助・負担の目的は達成できているか

交付先の事業成果は向上しているか

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は

ほぼ達成できている

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

に対して

を行うことで

が（を）

という状態にする

適切

向上している

自治会活動が停滞する

把握している

①妥当性
なし

H30歳出決算額千円― 千円

70,683 70,328 70,080 70,765

①方　　向　　性
　（複数選択可）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

　 １現状のまま継続

４統合を検討

○ ２補助・負担内容を見直す

６休止・廃止を検討

補助金の支出目的を決めて、地域内環境整備に対して補助をしたらよいという意見が
でたため、総括的補助をする現行の制度からの変更を検討する。



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

より多くの市民活動団体等が本助成金を利用するよう制度を周知をします。
本補助金を活用して、地域課題を解決するための市民活動を増やしていきたい。

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか 達成できる

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 地域課題を解決しようとする市民活動の停止

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

平成25年4月から助成金の種類及び補助対象経費を変更

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 千円 H30歳出決算額 千円翌年度繰越額 0 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 ○ 補助・負担率を定めている→補助率 2/3,10/10

2,604 1,140 2,164 4,000
単価を定めている→算式

定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし ○ 負担あり 負担額 あたり

意　図 公益的な活動からの受益を受ける、地域課題を解決する という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 1 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象
市内で活動する団体が地域課題の解決や地域の活性化のために
行う公益事業

に対して

手　段 事業に要した費用の一部補助 を行うことで

受益者 市民 が（を）

補助・負担開始年度 平成 21 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 市民活動助成金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠
関市ときめき・きらめき・いきいき
市民活動助成金交付金交付規則

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 ＮＰＯ法人、市民活動団体　等
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 市民協働課 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 103480



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか 達成できている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 地域の社会的課題の解決及び地域の活性化を図る事業の停止

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 千円 H30歳出決算額 千円翌年度繰越額 0 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 ○ 補助・負担率を定めている→補助率 2分の一

0 1,500 4,000 4,000
単価を定めている→算式

定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 負担なし ○ 負担あり 負担額 あたり

意　図 豊かに生活できる地域づくりを支援する という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 1 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 地域の社会的課題の解決及び地域の活性化を図る事業 に対して

手　段 事業に要した費用の一部補助 を行うことで

受益者 市民が が（を）

補助・負担開始年度 平成 29 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 関市ソーシャルビジネス支援助成金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠 関市ソーシャルビジネス支援助成金交付規則
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 法人、任意団体、個人事業主
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 市民協働課 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 103480



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか 達成されている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 住民主体の地域づくり活動が停滞する

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

平成29年度に補助金の見直しを行い、世帯割、人口割、事業枠を設けました。

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 千円 H30歳出決算額 千円翌年度繰越額 0 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

34,973 34,867 35,191 45,670
単価を定めている→算式

○ 定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 主に市の担当課 ○ 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 ○ 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 市民全体の地域づくり活動を推進する という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 1 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 地域委員会 に対して

手　段 事業に要する費用の補助 を行うことで

受益者 地域委員会(市民) が（を）

補助・負担開始年度 平成 24 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 地域づくり支援交付金 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠 関市地域委員会規則
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 地域委員会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 市民協働課 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 104410



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ○ ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

１現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか 達成されている

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 改元で活性化した地域が衰退する

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 2,216 千円 H30歳出決算額 2,207 千円翌年度繰越額 9 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 90.3 ％ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

2,000 3,000
単価を定めている→算式

○ 定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 ○ 主に市の担当課 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 ○ 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図
元号と同じ地名を有する武儀を訪れ、地域に活気を取り戻す

という状態にする

⑥期　　　　　間 30 4 5 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 ありがとう！平成時代実行委員会 に対して

手　段 事業に要する費用の補助 を行うことで

受益者 市民や観光客 が（を）

補助・負担開始年度 平成 30 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 ありがとう！平成時代実行委員会 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠 関市補助金等交付規則決裁による
(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 ありがとう！平成時代実行委員会
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 武儀事務所 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 103453



○

Ｈ 年 月 日 ～ Ｈ 年 月 日

（ ）

円

（ ）

②課　　　　　題
　（改善状況等）

３縮小・減額を検討

４統合を検討 ５終期を設定 ６休止・廃止を検討

４　今後の方向性・課題　【ＡＣＴＩＯＮ】

①方　　向　　性
　（複数選択可）

○ １現状のまま継続 ２補助・負担内容を見直す

③有効性

補助・負担の目的は達成できているか 達成に向けて取り組んでいる

交付先の事業成果は向上しているか 向上している

補助・負担を休止・廃止した場合の影響は 武儀地域の原木しいたけ生産が停滞する

②効率性
交付先の事業実績を把握しているか 把握している

支出額・補助・負担率は適正か 適正

３　事後評価　【ＣＨＥＣＫ】

評価項目 担当課による評価 担当課の課題

①妥当性
補助・負担することが適当か 適切

類似の補助・負担金はあるか(あれば名称) なし

②過去における
　見直し状況

③支出先の決算
　の状況

H30歳入決算額 千円 H30歳出決算額 千円翌年度繰越額 0 千円

H30歳入に占める補助・負担金の割合 ％ ○ 決算額を把握していない

２　実績（見込み）　【ＤＯ】

①補助・負担金
　の額（千円）

H28決算 H29決算 H30決算 H31予算 補助・負担率を定めている→補助率

73 1,500
単価を定めている→算式

○ 定額補助・負担 その他

⑦事 務 局 体 制 ○ 主に市の担当課 主に支出先団体 その他

⑧構成員の負担 ○ 負担なし 負担あり 負担額 あたり

意　図 原木しいたけ栽培の生産量を増やす という状態にする

⑥期　　　　　間 30 6 26 31 3 31

⑤支 出 の 目 的

対　象 新たに武儀地域において原木しいたけ栽培を行う者 に対して

手　段 補助金交付 を行うことで

受益者 武儀地域 が（を）

補助・負担開始年度 平成 30 年度

④国・県の負担 ○なし
国の負担あり 負担割合 負担額 千円

県の負担あり 負担割合 負担額 千円

１　補助金・負担金の内容　【ＰＬＡＮ】

①補助金等の名称 関市原木しいたけ栽培新規後継者育成支援事業 補
助
金
の
分
類

(1)一般補助金(団体等への補助金など)

(2)事業補助金(団体等事業に対する補助金など)

②支 出 の 根 拠
関市原木しいたけ栽培新規後継者育成支援事
業補助金等交付要綱

(3)一般負担金(団体等への負担金など)

(4)事業負担金(団体等事業に対する負担金など)

③支  　出 　 先 しいたけ栽培新規後継者事業対象者
(5)個人に対する補助金・負担金

(6)その他

平成30年度補助金・負担金調書 Ｎo. ※

担当課 武儀事務所 室・部・局 協働推進部 予算事業コード 103453


